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医療費等の経済的負担と
利用できる制度について

●医療費のしくみについて

(例１)70歳未満の方の総医療費の内訳

窓口負担分

(別表１) 70歳未満の自己負担限度額

①高額療養費制度

　今後の治療や病状の変化に対する不安と同様に、入院や通院、療養生活に必要なお金の負担のこ

とも不安のひとつになることがあります。

　ここでは、がんの治療に係わる医療費の負担を軽くする助成制度等について説明します。

　医療費の助成制度の説明の前に、医療費のしくみについて説明します。

　皆さんが医療費と呼んでいるものは、病院で計算している診療報酬の自己負担(1割～3割)の部

分です。

　診療報酬とは、保険診療の際に医療行為等の対価として計算される報酬を指し、診療報酬点数表

に基づいて計算され点数で表現されます。 

1点＝10円で計算しています。

●医療費の助成制度

　入院や通院で行うがんの治療では、医療費の自己負担分が高額になる事があります。

　次に挙げる別表１～別表３の様に自己負担限度額が国で定められており、それを超えると超えた分

の払い戻しを受けられる制度があります。これを高額療養費制度と言います。

　また、別表に記載されている総医療費とは、自己負担分(1割～3割)に計算される前の医療費の総

額(例１参照)を指します。

◎窓口負担と保険者負担を足したもの(10割)が総医療費となる。

◎上位所得者とは、月収53万円以上の方など。　

◎低所得者とは、住民税非課税の方。

対象者

上位所得者

一般

低所得者

83,400円

44,400円

24,600円

150,000円＋(総医療費－500,000円)×1%

80,100円＋(総医療費－267,000円)×1%

35,400円

自己負担限度額(月額) 多数該当

(別表２) 70歳以上75歳未満の自己負担限度額

◎現役並み所得者とは、月収28万円以上のなどの自己負担割合が3割の方。

◎低所得者Ⅱとは、住民税非課税の方。

◎低所得者Ⅰとは、年金収入のみの方の場合、年金受給額80万円以下など、総所得金額が0円で住民税非課税の方。

※70～75歳未満の一般所得者の一部負担割合の引き上げ(1割→2割)を2010年3月まで凍結するとした経過措置が

　2012年3月末まで延長された事に伴い、高額療養費の自己負担分の引き上げも凍結されています。

対象者

現役並み所得者

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

80,100円＋(総医療費
－267,000円×1％)

62,100円→44,400円(※)

24,600円

15,000円

44,400円

24,600円→12,000円(※)

8,000円

8,000円

44,400円

44,400円

44,400円

24,600円

自己負担限度額(月額)

入院・外来 外来のみ
多数該当

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保険者負担分
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　高額療養費制度の対象となるのは、月の初めから終わりまでの1ヵ月間にかかった医

療費となります。 ※月またぎで1ヵ月入院となった場合は、2ヵ月として計算されます。

◎多数該当
　現在より1年間さかのぼって、すでに3回以上高額療養費制度を利用されている場合、

4回目の高額療養費制度が利用できる月から上限額が引き下がります。これを多数該当

と言います。 (金額については別表１～別表３の多数該当の欄を参照。)

◎世帯合算
　１回の外来や通院の医療費だけで高額療養費制度の対象にならなくても、同月内で複

数回の受診や同一世帯にいる方(同一の医療保険に加入している方)の医療費を合算す

る事が出来ます。これを世帯合算と言います。

　合算額が高額療養費制度の限度額を超えれば払い戻しが受けられます。

※同月内に入院と外来が混在する場合や同一世帯の方の医療費の合算には条件があります。

別表１に当てはめて計算すると、

自己負担限度額は80,100円＋(1,000,000円－267,000円)×1％＝87,430円…①

医療費の支払いは30万円の為、30万円－87,430円＝212,570円…②

窓口で30万円支払っても212,570円が高額療養費として払い戻される。

よって、実際の自己負担額は87,430円となる。

※加入している医療保険により申請が必要な場合と必要でない場合があります。
　詳細につきましては各医療機関の担当者や医療ソーシャルワーカー、加入している医療保険の窓口へご確認ください。

※医療費をお支払いになる前に、加入している医療保険の窓口へ申請が必要になります。

　また、貸付金の割合も医療保険により違う場合もありますので、併せてご確認ください。

医療費の総額100万円

①自己負担額87,430円

②高額療養費として払い戻し　212,570円

自己負担30万円

(別表３) 75歳以上の自己負担限度額

◎現役並み所得者、低所得者Ⅱ、低所得者Ⅰについては別表2と同様。

対象者

現役並み所得者

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

80,100円＋(総医療費
－267,000円×1％)

44,400円

24,600円

15,000円

44,400円

12,000円

8,000円

8,000円

44,400円

自己負担限度額(月額)

入院・外来 外来のみ
多数該当

②高額療養費貸付制度

　病院から請求される医療費が高額のため、一括でのお支払いが困難な場合、払い戻される高額療

養費の8割分を貸付してもらう制度があります。これを高額療養費貸付制度と言います。

　制度の名前の中に貸付とありますが、高額療養費を前渡ししてもらう制度のため利子はありません。

　残りの2割分については高額療養費制度にて払い戻しが受けられます。

高額療養費制度で払い戻しを受けた場合と、高額療養費貸付制度を利用して医療費を支払った場合

で実際の医療費の自己負担額の違いはありません。

(例２) 医療費の総額が100万円で、自己負担分が30万円かかる場合。(70歳未満の方)

③限度額適用認定証

　高額療養費制度は病院から請求される医療費を一括で支払う必要があります。払い戻しについて

は数ヵ月かかる事があるため、長期入院が必要な時は医療費の支払いが困難になる場合があります。

　限度額適用認定証を利用すると、病院の支払いは自己負担限度額までとなります。(自己負担限度

額については別表１～別表３を参照。)
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　これまで、①高額療養費制度、②高額療養費貸付制度、③限度額適用認定証について

説明致しました。外来医療費で利用できる・できない、入院医療費で利用できる・できな

い、多数該当や世帯合算などそれぞれの制度の中でも細かい取り決めがあります。

　治療内容や治療方針により利用できる制度が違ってくるため、各医療機関の担当者や

医療ソーシャルワーカーに相談される事をお勧めします。

自己負担限度額(月額)

入院…0円～11,500円　外来…0円～5,750円  (所得税課税年額により8段階に分かれます。)

◎助成の対象(各医療保険の対象になる医療保険の自己負担分)

　入院…1ヵ月につき2,000円を超えた場合のその超えた金額

　外来…1ヵ月につき1,000円を超えた場合のその超えた金額

※対象となるのは医療保険が適用される保険診療分で入院医療費のみとなります。入院時食事療養費や
　室料差額などの保険適用外の費用、外来医療費には利用できません。
※申請した月から利用できます。
※限度額認定証を交付してもらうためには、加入している医療保険の窓口への申請が必要となります。

⑤小児慢性特定疾患治療研究事業

　小児慢性特定疾患治療研究事業の中に医療費が公費で助成される制度があります。助成されるの

は世帯の所得税課税年額に応じて決められた自己負担限度額を超える部分です。

　対象となるのは厚生労働大臣が定める疾患(11疾患群514疾病が対象)に罹った18歳未満の児

童。(18歳到達時点で事業の対象となっており、引き続き治療が必要な場合は20歳まで。)

※高額療養費制度の自己負担限度額とは別になります。

⑥母子・父子家庭等医療費助成制度

　母子・父子家庭などが受診した場合にかかる医療費の自己負担分の一部を助成する事により、母

子・父子家庭における経済的負担を軽減する事で、福祉の増進を図る事を目的とした制度です。

　また、医療機関から請求される自己負担額を全額支払ったのちに還付を受ける事となります。自己

負担額をお支払いの際は、高額療養費貸付制度や限度額認定証を利用する事ができます。

※1人あたり1医療機関ごと

※詳しくは最寄りの保健所にお問い合わせください。

※受給資格や所得制限、支給手続き等に関しましては市区町村の窓口にお問い合わせください。

④標準負担額減額認定証

　住民税非課税世帯などの方が標準負担額減額認定証を利用して頂く事により、入院時食事療養費

の自己負担額が安くなります。

　限度額適用認定証を申請する時に同時に申請する事ができます。限度額適用認定証と同じく申請

した月から利用できます。 ※加入している医療保険の窓口への申請が必要となります。

⑦重度心身障害者医療費助成制度

　医療保険に加入し身体障害者手帳を持っている方が受診され、お支払いした医療費の自己負担分

を助成金として支給してもらう制度です。医療機関から請求される自己負担額を全額支払ったのちに

助成金が支給されます。自己負担額をお支払いの際は、高額療養費貸付制度や限度額認定証を利用

する事ができます。
※入院時食事療養費や室料差額などの保険適用外の費用は制度の対象にはなりません。

　助成金の支給対象となるのは身体障害者手帳1級・2級の方、および3級で内部疾患（心臓、腎臓、

呼吸器、膀胱、直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫及び肝臓の機能障害）の方、療育手帳A

の交付を受けている方です。

※上記は対象になる方の例として挙げたものです。各市町村により対象者に対し所得制限がある場合や

　支給対象者の条件が少々異なりますので、ご利用の際は各市町村の窓口へお問い合わせください。

⑧生活保護

　生活保護法に第1条に「日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべて

の国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するととも

に、その自立を助長する事を目的とする。」とあります。

　日本国憲法第25条とは生存権の事で、「すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む

権利を有する。国はすべての生活部面について、社会福祉、社会保障、及び公衆衛生の向上及び増進

に努めなければならない」とされています。

　つまり生活保護とは、病気や身体の障害、失業など様々な要因により医療費が払えない、生活がで

きないといった困窮の程度に応じて必要な保護を国が行います。

　必要時に必要なだけの保護を行う為、保護の内容により扶助が違います。

　保護は原則として申請によって行われます。本人や扶養義務者、同居の親族などが福祉事務所や

役場に申請する事ができます。

※詳しくは市町村の生活保護の相談窓口か各福祉事務所、民生委員へお問い合わせください。
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